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会計名 予算現額
歳入 歳出

収入支出差引額
収入済額 収入率 支出済額 執行率

一 般 会 計 778億1,994万円 760億6,030万円 97.7% 744億　594万円 95.6% 16億5,435万円

特 別 会 計 452億1,205万円 454億     98万円 100.4% 447億8,242万円 99.0% 6億1,857万円

国 民 健 康 保 険 232億1,308万円 233億5,400万円 100.6% 230億7,659万円 99.4% 2億7,741万円

下 水 道 事 業 31億5,431万円 31億3,389万円 99.4% 31億　190万円 98.3% 3,199万円

駐 車 場 事 業 1億2,940万円 1億3,846万円 107.0% 1億1,296万円 87.3% 2,550万円

介 護 保 険 146億3,169万円 146億5,818万円 100.2% 144億2,916万円 98.6% 2億2,902万円

後 期 高 齢 者 医 療 40億8,357万円 41億1,646万円 100.8% 40億6,180万円 99.5% 5,465万円

合　　　　計 1,230億3,198万円 1,214億6,128万円 98.7% 1,191億8,836万円 96.9% 22億7,292万円

西東京市の財政状況をお知らせします
平成27年度　  　決算状況　

　歳入決算額・歳出決算額ともに過去最高となりました。
　平成27年度の一般会計と各特別会計を合わせた全会
計の決算額は、右記のとおりです。
　一般会計の決算において、歳入は合併算定替の縮減な
どにより地方交付税が大幅に減となったものの、景気の
回復基調により市税が過去最高額となったことや、消費
税率の引き上げに伴う地方消費税交付金が通年化により
大幅増となったことで、過去最高額となりました。
　歳出は人件費や公債費が減となったものの、扶助費・
物件費・補助費等・普通建設事業費などが増となったこ
とにより、過去最高額となりました。

平成27年度各会計の決算状況

一般会計の歳入歳出決算の状況

※歳入・歳出の（　）内の数値は、「市民１人当たり」の金額です。
（平成28年３月31日現在の人口（19万9,297人）より算出）

歳　入
760億6,030万円
市民1人当たり
38万1,643円

市税
314億1,906万円
（15万7,649円）41.3％

市民税などの納めて
いただいた税金

繰入金
24億2,565万円
（1万2,171円）3.2％

その他の
自主財源
41億1,943万円
（2万670円）5.4％

国庫支出金　
115億3,638万円
（5万7,885円）15.2％

都支出金
83億7,678万円
（4万2,032円）11.0％

使い方が定められている
国からの補助金や負担金

地方交付税
36億9,729万円
（1万8,552円）4.9％

使い方が定められている東京都
からの補助金や負担金

市債
89億200万円
（4万4,667円）11.7％

そのほかの
依存財源
55億8,373万円
（2万8,017円）
7.3％

50.1％
380億9,618万円
（19万1,153円）

国や都などの基準や意思決
定に従い収入される財源

その他の使い方が定め
られていない国や東京
都からの交付金など

市の権限で
収入できる財源

基金(市の貯金)などから
繰り入れたお金

保育料などの使用料やごみ収集手
数料などの手数料、寄付金など

都市計画街路など建
設事業などのための
借入金

依存財源

49.9％
379億6,414万円
（19万490円）

自主財源

使い方が定められてい
ない国からの交付金

平成28年度上半期  予算執行状況

　平成28年度当初予算は、全会計合わせ
て1,161億5,067万円でしたが、９月まで
の補正予算を加味すると1,184億7,605万
円となりました。
　下半期も適正な予算の執行に努めます。

（平成28年9月30日現在の人口（19万9,698人）より算出）

会計名 当初予算額 補正予算額 計
歳入 歳出

収入済額 収入率 支出済額 執行率
一 般 会 計 699億9,200万円 16億5,472万円 716億4,672万円 314億9,066万円 44.0% 296億8,886万円 41.4%
特 別 会 計 461億5,867万円 6億7,066万円 468億2,933万円 199億   774万円 42.5% 183億5,228万円 39.2%

国 民 健 康 保 険 229億3,607万円 2億9,334万円 232億2,941万円 99億6,026万円 42.9% 95億1,115万円 40.9%
下 水 道 事 業 33億6,758万円 3,199万円 33億9,957万円 15億2,072万円 44.7% 11億4,251万円 33.6%
駐 車 場 事 業 1億3,205万円 2,550万円 1億5,755万円 8,555万円 54.3% 4,851万円 30.8%
介 護 保 険 154億7,695万円 2億3,083万円 157億   778万円 65億2,444万円 41.5% 62億8,005万円 40.0%
後 期 高 齢 者 医 療 42億4,602万円 8,901万円 43億3,503万円 18億1,677万円 41.9% 13億7,005万円 31.6%
合　　　　計 1161億5,067万円 23億2,538万円 1184億7,605万円 513億9,840万円 43.4% 480億4,114万円 40.5%

各会計の予算執行状況
（平成28年9月30日現在）

市民１人当たりの予算額
(一般会計)35万8,775円

市債の状況 財産の状況

※市債は、学校や公園などの公共施設を整備
するための資金を国や都などから長期的に
借り入れたものです。一時的な財政負担を
軽くし、将来利用する市民の皆さんにも負
担していただくようになっています。

※「市民1人当たり」は、平成28年９月30日現
在の人口（19万9,698人）より算出

区分 現在高 備考
土地 75万1,266㎡
建物 32万1,795㎡

出資による権利など  1億2,562万円 団体への出資金など

物品 838点 購入価格50万円以上の備品
債権 0円 生活つなぎ資金貸付金
基金 88億7,978万円 財政調整基金など全17基金

（平成28年9月30日現在）

合　計
632億8,495万円

市民1人当たり
31万6,903円

一般会計
547億6,151万円

下水道事業特別会計
85億1,612万円

駐車場事業特別会計
732万円

歳　出
744億594万円
市民1人当たり
37万3,342円

〈民生費〉
社会福祉費
142億5,839万円
（7万1,543円）
19.2％

高齢者や障害者への
福祉サービスやその
他の福祉のために

行政運営やコミュ
ニティの推進など
のために

〈民生費〉
児童福祉費
126億3,654万円
（6万3,406円）
17.0％

〈民生費〉
生活保護費
76億2,434万円
（3万8,256円）
10.2％

生活保護のために

345億1,928万円
（17万3,205円）
46.4％

112億8,171万円
（5万6,608円）
15.2％

60億1,572万円
（3万185円）
8.1％

70億9,553万円
（3万5,603円）
　9.5％

福祉サービスの
提供のために

子どもの福祉の
ために

工
事
中

さんすう

民生費

土木費

63億8,051万円
（3万2,015円）
8.6％

公債費

教育費総務費

道路や公園などを
整備するために

48億703万円
（2万4,120円）
6.5％

ごみ収集や健康の
ために

借入金の返済の
ために

教育やスポーツの
充実のために

衛生費

議会運営や農商工業
の発展、防災対策など
のために

43億616万円
（2万1,607円）
5.8％

その他

　市税のほか、税連動交付金・国庫支出金・都支出金・
市債の増などにより、過去最高額になりました。

　教育費が大幅に増加し、公債費が減少に転じたものの民生費
が引き続き増加し、過去最高額となりました。歳入 歳出

（平成28年9月30日現在）


